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はじめに

電気料金上昇の影響

日本人の生活は非常に貧しくなっています。これは東日本大震災以降、原子力発電所が運
転を停止し、代わりの火力発電所がフル稼働で燃料費が増大し、電気料金が値上がりしたこ
とも影響しています。また、値上がり分はサウジアラビアやインドネシアなど海外へ流出して
いることなど問題です。今回は、エネルギーが私たちの生活にどんな影響を与えているのか、
またエネルギー安全保障や地球温暖化についてお話したいと思います。

◇給料が減って、幸福度も下がる日本
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資料1　主要国の平均賃金推移

120,000

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0

単位：USドル

出所：世界銀行統計

シンガポール

日本

1990 1995 2000 2005 2010 2015 年

米国
豪州豪州

韓国

ルクセンブルク

スイス

資料2　主要国1人当たりGDPの推移

-1-



日本の平均賃金は、1997年をピークに下
がり、主要国で下から2番目なのです。
1人当たりのGDPも、1994年は世界2位
でしたが、今は世界42位です。この20年間、
大きく順位を下げました（資料①，②）。
では、生活はどうでしょうか。アメリカの世
論調査会社の調査で「快適に生活できる」と
の割合が、資料③の通り日本は27％とノル
ウェーの半分以下でした。また、国連の「幸
福度」調査では、日本は世界51位で、去年ロシ
アに抜かれました（資料④）。
さらに、世界200カ国を対象に幸せと収入の
関係を調べたデータでは、デンマークの幸せ度
が高く、同程度の収入の香港は幸せ度が低いの
ですが、これは、デンマーク人は隣の人が車を買っ
ても自分の幸せ度は下がらず、香港人は下がっ
てしまうのです。これはアメリカ人や日本人も同
じ。従って、幸せ度向上には「他人のことを気に
せず」、「10年前と比べて幸せになったか」という考え方が大切だと思います。

◇�所得減の中で電気料金だけが増
えている
日本人の幸せ度が下がっている理由
は、世帯平均所得が下がったことでも分
かります（資料⑤）。
さらに問題なのは、実際に平均以上の
所得がある世帯は全体の4割もなく、残
りの6割は平均より所得が低いのに、高
収入の人が平均を引き上げているのです。
つまり、日本では、格差拡大ではなく、み
んなが貧乏になっているのです。
そして、交際費や衣服費、旅行費など
の支出は軒並み減っているのに、電気料
金だけは増え（資料⑥）、2014年度に
は震災前の2010年度と比べて家庭向
けが平均で25％も上がっています。
今、貧困層といわれる方が約2.000
万人もいる中、電気は毎日の暮らしに欠

快適に生活 何とかやっている 生活が困難 非常に困難
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資料3　日本人の生活は楽なのか？

出所：国連 World Happiness Report 2017
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資料4　日本人の幸福度
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資料5　世帯平均所得額の推移
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かすことができないため、電気料金の値上がりは個人や家庭に大きな影響を与えるのです。

◇“三重苦“で大幅値上がりした電気料金
電気料金上昇の理由は、震災後に原子力発電所の運転停止で火力発電所をフル稼働させ
たからです。このため「燃料の輸入増」、「燃料の単価上昇」、「円安」という三重苦となりま
した。
さらに、2012年には再生可能エネルギー促進のための「固定価格買取制度」が導入され
ました。再エネ発電分の費用を「賦課金」として消費者が負担する制度ですが、この賦課金
が増えているのです（標準家庭で年間約8,000円）。

安価な電気の安定供給が必要
◇幸福度を上げるには、安価な電気の安定供給を
日本は、15～64歳までの生産人口は
減っているのに、働く人の数は6,500万
人程度で変わりません。働く高齢者や
女性の増加があるからです。
そして、年収が高い製造業や建設業
は減少し、年収が低い医療・福祉、特に
福祉（介護）で働く人が増えたため、平
均給与が減ったのです。日本のGDPは、
製造業や物流等産業が約1／3で、この
雇用の減少が大きいのです（資料⑦）。
ではなぜ製造業の雇用が減っているのでしょうか。産業用の電気料金は、2010年度に比
べ2014年度には約38％上がり、このコスト負担が多い業種ほど成長しないというデータも
あり（資料⑧）、これで私たちの給料が減り幸福度が下がるのです。ですから、製造業を原動
力として経済を成長させていく必要があり、そのために電気をはじめエネルギーがより安価に、
安定的に供給されなければなりません。
なお、ドイツでは日本よりも早く再生可能エネルギーの「固定価格買取制度」を導入し、電
気料金での負担額も高いものの、輸出額が増えています（資料⑨）。それは、エネルギー多
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資料7　産業別就業者数と平均給与の推移
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資料8　エネルギーコストと出荷額

日本 ドイツ
160

140

120

100

80

60

40

20

0

単位：兆円

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

出所：ドイツ連邦政府統計局、日本財務省
注：1ユーロ＝115円

資料9　ドイツと日本の輸出額推移

-3-



消費型の輸出産業への固定価格買取額の負担が90％を上限に免除され、輸出産業主体の
電気料金が日本の約半額と低いからです。ドイツは政策的に製造業の競争力を維持し、その
分を他の産業や家庭で負担しているため、家庭用の電気料金は非常に高くなっています。

◇製造業の復活には
日本ではこの20年間、研究開発への投資や設備への投資も抑えてきましたが、製造業を
復活させて経済を成長させるためにはどんな取り組みが必要なのでしょうか。
それは、中国人が日本に来て大量に買う花王の紙おむつ「メリーズ」や龍角散の「のど飴」
のような、指名買いされるブランド品を増やしていくことです。そうすれば、製造業は元気に
なると思います。逆に製造業の対極にある観光産業は、労働生産性が低く付加価値も低い
ので、生活は豊かになりません。観光立国で豊かになることは難しいのです。

◇「医療、教育、電気」は市場に任せると失敗
それから日本では電力自由化が進められていますが、電気は事業の面から見ると競争が非
常に難しい商品です。アメリカの著名な経済学者も「医療や教育、電気を市場に任せては失
敗する」と言っており、現にアメリカのカリフォルニア州では失敗し、大停電が発生したため、
それを見て自由化を中断した州もあります。また、イギリスでも、発電設備が新設されなくなっ
たため、政府は設備を作れば一定額を支払う制度を作ったり、新規の原子力発電所に対し通
常の電力仕入れ価格よりも高い買取を決めたりしています。

◇中東依存でリスクの大きい日本
エネルギーの安定供給は、どの国にとって
も重要な課題であり、石油の供給途絶リスク
を減らすため「エネルギーの自給率向上」「エ
ネルギーの多様化」「エネルギー資源の輸入
分散化」等が必要です（資料⑩）。
島国の日本には、欧米等と違い他国と融通

し合える送電線やパイプラインはありません。
エネルギー資源を、巨大な船で石油やLNG
（液化天然ガス）を運ぶしかないのです。
エネルギーの安全保障上、特に問題なのは、
日本で使うエネルギーの約44％を中東から
買っていることです。中東にはホルムズ海峡
があり、ここが封鎖されると日本への輸送が
絶たれてしまうのですが、震災後は火力発電
を増やしたことで、一層中東への依存が高まっ
ています。
震災後、日本は原子力利用はほぼゼロにな

りました（資料⑪）。今の日本はエネルギーの分散・多様化がなく、化石燃料に偏ったバラン
スの悪い状態なのです。それでも電気は足りているという意見もありますが、その背景には、

出所：日本／電気事業連合会（2013年度データ）　EU／欧州委員会（2013年度データ）
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資料11　日本とEUの電源別発電量

出所：日本／資源エネルギー庁（2015年度データ）　EU／EU統計（2015年データー）
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夜間に火力発電の電力で多大なコストをかけながら揚水発電が使われていることも知ってい
ただきたいと思います。

地球温暖化対策として
◇農業に打撃の温暖化
「地球温暖化」は、化石燃料を燃やすことが原因ですが、異常気象の頻発や海面の上昇、
農業などへの影響が問題となります。
地球温暖化で一番困るのは、アフリカの人たちなどです。アフリカでは雨量が減ったため、
遠くまで歩いて水汲みをしたり、草が育たず牛が餓死したりしています。アフリカでは働いて
いる人の7～8割が自給自足の農業での生活であるため、温暖化で農業ができなくなれば難
民が増えます。さらに温暖化は、イスラム過激派組織など予期しなかった大きな犯罪を引き
起こす要因にもなっています。

◇温暖化防止の切り札、再生可能エネルギーと原子力
国連のIPCC（気候変動に関する政府間パネル）
では、産業革命前からの平均気温の上昇を2℃以内
に抑えることが重要であり、そのためには、将来の
二酸化炭素の排出量を「ゼロまたはマイナスにする
必要がある」としています（資料⑫，⑬）。
2015年の「パリ協定」でも、2℃よりも十分低い
水準に抑える長期目標が設定され、各国は2030年
の温室効果ガス排出量の目標を出しています。
日本は2030年までに2013年比で
26％削減とし、そのために再生可能
エネルギーと原子力で電力の約44％
を賄う「長期エネルギー需給見通し」
を策定しています。
IEA（国際エネルギー機関）は、気
温上昇を2℃以内に抑えるため、現在
世界の電源構成の6％の再生可能エ
ネルギーは2060年に74％、同じく
11％の原子力は15％にと試算してい
ますが、相当難しいと思います。

◇世界の先頭を走る、中国の電気自動車
二酸化炭素は発電だけではなく、自動車からも大量に排出されています（資料⑭）。中国
は車の台数が増え、石油の輸入を減らしたいという状況で、電気自動車に力を入れています
（資料⑮）。電気自動車が増えれば、電力需要も増えますが、火力発電中心では二酸化炭素

注：米国は2025年目標
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資料12　2030年温室効果ガス排出目標
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おわりに
最後に、静岡県の浜岡原子力発電所の再
稼働についてのアンケート結果のお話です（資
料⑰）。20歳代は6割の再稼働賛成ですが、
60歳代は5割以上が再稼働に反対です。単
純に「全体」とせず、偏りのない客観的な視
点でアプローチすることが重要だと思います。

の排出量は減
りません。再生
可能エネルギー
や原子力によ
る発電の比率
を高めていく必
要があります。

◇再生可能エネルギーで上昇する電気料金
再生可能エネルギーの利用拡大に
は問題もあります。太陽光や風力によ
る発電は天候に左右されるため安定
発電ができないのです。南オーストラ
リア州やデンマークのように風力発電
を増やした国々も、さまざまな問題から
電気料金が上がっています（資料⑯）。
ドイツも再生可能エネルギーの固定価
格買取制度で上がってしまいました。
また、送電線を敷設する費用もかか
り、太陽光と原子力の送電コストを同一条件で論じると、キロワットアワー当たりで太陽光は
原子力の8倍かかることになります。

◇�“原子力を利用しないリスクの方が大”と考えるイギリス
今、世界では多くの国が経済性や供給安定性、また地球温暖化対策として、原子力発電所

を増やそうとしています。あるイギリス政府の人は「原子力発電には事故のリスクがあるが、
電気料金上昇や安全保障の問題、地球温暖化等、原子力を利用しないリスクの方が大きい」
と話しています。原子力はリスクと便益を比較するのが非常に難しく、原子力の便益は目に
見えづらいのです。
今回お話したような経済問題、地球温暖化、エネルギーの中東依存等、多様な知識から原
子力について考えることが大切だと思います。

出所：国際エネルギー機関
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資料14　自動車からのCO2排出量

0.3500

0.3000

0.2500

0.2000

0.1500

0.1000

0.0500

0.0000

単位：ユーロ /kWh

スペインスペイン

ドイツドイツ

イタリアイタリア

フランスフランス
英国英国

デンマークデンマーク

米国米国

2007年
後半

2008年
後半

2009年
後半

2010年
後半

2011年
後半

2012年
後半

2013年
後半

2014年
後半

2015年
後半

2016年
後半

出所：EU統計　米国電子工業会
注：米国はUSドル　年平均価格

資料16　米国と欧州主要国の家庭用電気料金推移

出所：BBC　World Service Poll, November 2011
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資料17　原子力発電に関する意見の変化
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